1月宣伝スポット（ひな形＊アレンジしてお使いください。）　消費税廃止中央各界連
みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。また、大手新聞への意見広告掲載のための募金もお願いしています。増税中止のため、ぜひあなたの力をお貸しください。
●日本の将来に禍根を残す消費税増税があと１カ月で実施されようとしています。一方、私たち国民の不安はますます大きく深刻です。「生活を切り詰めており、下着も買えない」、「年金の２割が税金や社会保険料に消えてしまう」など悲鳴が上がっています。地域の中小企業からは、「アベノミクスの恩恵などない」「増税を機会に廃業しようか悩んでいる」という声が上がっています。「決まったことでは」「中止できるのか」とお考えの方も多いかと思いますが、上がったらどうなるかご一緒に考えて見ませんか？ 
●政府がこれまで主張してきた「財源のため、社会保障のため」のデタラメさは、消費税増税といっしょに社会保障の諸制度が改悪されていることで明らかです。消費税は社会保障のためでも財政再建のためでもないことがますますはっきりしてきています。

●安倍首相は、昨年４～６月の経済指標を判断基準に増税を決めました。しかし、その後、昨年７～９月の経済指標は年率１.・１％へ急落し、今も回復を見せていません。景気を本気で回復しようと思えば、増税中止で、国民生活への直接支援（社会保障拡充・賃上げ）を行うべきではないでしょうか。消費税法には附則１８条の経済条項というのがあって、景気が悪い時は増税を中止できることになっています。いまこそ政治の責任で増税を中止すべき時ではないでしょうか。
●私たちは憲法の「応能負担」の原則にそって、能力に応じて税金を集め、使い方も、国民本位に改めていくことが必要と考えています。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくり、国民の所得を増やせば景気は持ち直します。さらに、ムダな支出を削減し、国民のくらし、福祉、教育の充実などに税金を優先的に使えば地域から経済が活性化します。

●みなさん。４月の８％への増税を許せば、次は10％、それ以上へと道を開くことになります。大不況・大失業・税金の大滞納時代が幕をあけます。「消費税は必要」という人も、「いま増税するのは反対」の一点で協力し、今回の増税を中止させようではありませんか。「大増税は中止を」の声を全国津々浦々に広げ、消費税大増税をストップさせましょう。

●みなさん、歴代、増税をした内閣は、国民の強い反対で退陣をしているのが歴史の教訓です。私たちは、３月１３日に、大増税ストップの声を全国であげようと、大規模な増税反対キャンペーンを計画しています。地域での集会もありますのでぜひご参加ください。当日はイエローを目印にしています。服装、リボン、ハンカチなど黄色いものを目印に、安倍内閣の暴走、国民いじめは許さない、大増税ストップ！をアピールしていきましょう。また、「増税中止こそ国民の声」を伝えるために、大手新聞への意見広告運動を行っています。ぜひご協力をお願いします。






